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●過去 30 年間で累計敷地面積は約 3.7 倍に増大、名古屋市営地下鉄名城線内側の約 0.5 倍に相当 

2017年 9月までに竣工された分譲マンションのうち敷地面積が明確な物件を対象に集計したところ、その累計敷地面積

は 19,302,773 ㎡となった。これは、名古屋市営地下鉄名城線内側の面積（約 43km2）の約 0.5 倍に相当し、ナゴヤドーム

（建築面積：48,169 ㎡）に換算すると約 400 個分の広さとなる。中部圏でのマンション開発は首都圏や近畿圏よりもやや

遅れて1960年代初めからスタートしていたが、累計敷地面積は過去30年間で約3.7倍まで膨れ上がり、その増大の具

合は 3 倍程度であった首都圏や近畿圏を上回っている。地域別で分譲マンション敷地面積の割合を見ると愛知県が

74.2％と圧倒的で、次いでシェアが大きい静岡県と合せれば中部圏全体の 9割以上にも及んでいる。 

中部圏における分譲マンションの累計敷地面積は、1986 年～1988 年の 3 年間には一時的に対前年比で 6％台までペ

ースを鈍化させていたが、1989 年以降の 3 年間には再び 11％台まで伸び率を戻していた。当時は 90 年代バブル期と

いうこともあり、熱海や伊豆などのリゾート地で大規模マンション開発が推し進められたこともあって竣工物件数が大幅

に増え、また広めの敷地面積を有する分譲マンションも供給されていたことが背景にある。しかし、1992 年を境に 1桁台

での推移に転じるようになり、2010 年以降は伸び率が 1％台に留まることも珍しくはなく、2016 年には初めて 1％を割り

込んだ。後述でも触れるが、年間での 1 物件あたり平均敷地面積は一定水準を維持していることを考慮すると、昨今に

おいて累計敷地面積の伸び率が鈍化しているのは竣工物件数自体の減少による影響が大きいと言わざるを得ない。 

東京カンテイ、分譲マンション敷地面積の推移から“面的”な開発状況を調査・分析 

中部圏 分譲マンションの累計敷地面積は19,302 千㎡、ナゴヤドーム換算で約400個分の広さ

リーマン・ショック後は竣工物件数が減少した影響で累積敷地面積の拡大傾向にブレーキ 
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●年間ベースでの 1物件あたり平均敷地面積、タワー＆リゾートマンションの供給で上振れる時期も

1 物件あたり平均敷地面積の推移を見ると、リーマン・ショックが起きた 2008 年には一時的に縮小していたが、翌 2009

年には 2,337㎡と過去30年間での最大値を記録していた。2012年までの4年間は2,000㎡を上回る高水準で推移して

いたのだが、この背景には名古屋市西区や熱田区などで敷地面積が5,000㎡を超えるタワーマンションの供給が増えて

いたこと、また熱海市で大規模リゾートマンションの開発が進んだことが挙げられる。なお、1980 年代後半～1990 年代

前半にかけても 1 物件あたり平均敷地面積が拡大傾向を示しているが、これに関しても熱海市で供給されていたリゾー

トマンションが影響しており、ここ 20年間では見られなくなった敷地面積が10,000㎡を超えるような物件も当時は複数竣

工されていた。首都圏や近畿圏と比べて竣工物件数が少ない中部圏では個別物件によるバイアスを受けやすく、これら

大規模物件の存在が 1物件あたり平均敷地面積を上振れさせる一因にもなっている。 

2013 年以降、1物件あたり平均敷地面積は縮小傾向に転じており、2,000 ㎡を下回る水準で推移している。2016 年には

名古屋市を中心にワンルームマンションの供給が急増したことを受けて、中部圏の 1 物件あたり平均敷地面積は 1,688

㎡と直近 10年間での最小値を記録した。名古屋市に限って見ても、2015 年が 2,036 ㎡であったのに対し、翌 2016 年に

は 1,322 ㎡と約 35％も縮小しており、中部圏における分譲マンション供給シェアの大半を占める名古屋市での動向が圏

域平均に大きく影響したことが窺える。中部圏においては竣工物件数の減少に加えて投資向けのコンパクトマンション

やワンルームマンションの供給シェア拡大によって累計敷地面積の伸び率に急ブレーキが掛かったものとみられる。 


